





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出所）セブン -イレブン・ジャパン「Corporate Outline 2005」24ページ。
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20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上
図５　セブン -イレブンの年齢別来店客比率
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はデフレを促進する。厳しい値頃感を徹底追求
する消費者のニーズに応えれば応えるほど，高
付加価値商品の適正な価値実現は単純な値引き
や安売りに巻き込まれてしまい，サービスは無
償サービス化し，利便性という価値は当然のも
のとして無価値化してしまう。つまり経済的環
境の悪化の進行は，高コスト販売を必要とする
と同時にそのコストの回収を著しく困難なもの
とするのである。この回収の困難が，企業経営
にとって雇用と賃金水準の引き下げを引き起
し，国内経済全体がデフレスパイラルに陥るこ
とが懸念される。
　デフレの価格低下によって販売コストすら回
収できなくなるほどの同質競争に巻き込まれな
いよう，差別化された製品開発と販売方法が留
意されなければならない。
⑵消費縮小の懸念
　世帯人数の減少，少子化や高齢世帯の増加な
どによって消費者の社会的な行動範囲が狭くな
っている。人と人との交流機会が減少し，一人
で生活し行動する領域が拡大している。
　こうして衣食住に関して消費の量が減少する
か，あるいは減少をともなわなくとも質が低下
するのである。子供がいないので少しの食品で
済ませる，あるいは自分だけなのでこだわらな
いところは安物で不都合はない，家周辺の行動
範囲なのでお出かけ用の外出着ではなく部屋着
で足りるといったような行動パターンが広が
り，社会全体の消費が縮小してしまうのであ
る。
　またこの傾向において，個人消費あるいは選
好消費という特徴が強まる。家族のための買物
や多人数で使用する商品の購入機会がなくなる
ことで，消費はきわめて個人的なものに限定さ
れる。自分以外の人や多人数で使用する商品で
あれば，商品機能という点で妥協がなされるこ
とが多く，多人数使用ではすぐに「元が取れ
る」ので価格面でも妥協されやすいのである
が，個人向け商品ではそうはいかない。商品機
能ではもちろん価格においても納得できる水準
を待って，買い控えるという消費行動が容易に
行われる。
　このような消費の縮小による買い控えに直面
しても，消費の必要性を消費者に惹起させるよ
うな消費シーンの創出と提案が留意されなけれ
ばならない。
おわりに
　本稿は2008年のアメリカ経済危機によっても
たらされた消費不況とデフレ再燃の下における
小売業の戦略転換について，とりわけコンビニ
エンスストアに焦点を当てて論じた。長期不況
期にも成長を続けたコンビニエンスストアです
ら苦境に陥り，ついに低価格販売に着手するほ
どの状況である。しかしながらその内容は，単
純な値引きではなく，PB商品による値頃感の
創出であり，新たな客層の拡大を重視した商品
領域の追加や小分け少量販売の展開，および新
業態の開発であった。この戦略を「＋α戦略」
と規定したわけである。しかもこの傾向は他の
業態にも基本的な考え方として浸透しており，
その結果業態の垣根を越えた競争が展開されて
いることが確認できた。
　本稿はこれらの検討の分析軸として「消費ス
タイル」に注目した。業態とは消費スタイルと
同じ要素で存立するのであるから，消費スタイ
ルとこれによって措定される値頃感水準に本来
的に適合しているはずである。しかし経済環境
の急激な変化によって，業態と消費スタイルと
の間にずれが生じる。今回の消費不況とデフレ
再燃はコンビニエンスストア業態すら巻き込む
ほどの衝撃であり，値頃感を徹底的に追求する
消費スタイルを急増させた。業態が経済的およ
び社会的環境の変化に対応するには，消費スタ
イルの変化に追いつかなくてはならない。これ
に関する現在の典型的な戦略が「＋α戦略」と
して規定される戦略である。
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